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＜要 約＞ 
本稿は 2011年 12月に南アフリカのダーバンで開催された第 17回国連気候変動枠組条約締
約国会議（COP17）における会議プロセスに注目する。京都議定書によって義務づけられて













気候変動問題、国連気候変動枠組条約、第 17 回気候変動枠組条約締約国会議、ポスト 2012、





2009 年にデンマーク・コペンハーゲンで開催された第 15 回目の国連気候変動枠組条約締
約国会議（以下、「COP」という。）は、2012 年以降の温暖化対策のための国際枠組みに失






への信頼を取り戻した 1)。 南アフリカ・ダーバンで開催された COP17（以下、「ダーバン
会議」という。）は条約作業部会がその一連の作業を締めくくること、また京都議定書の第
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（以下、「AWG」という。）を経て 2010 年 11 月から 12 月にかけてメキシコのカンクンで
開催された COP16 での COP 決定はコペンハーゲン合意をベースにしたものであり、先進国




















期枠組み」に関する包括的な合意は 2009 年 12 月に開催された COP15 での決着を見るはずで
あった。しかし、その後 2 年間結論を出せないまま、ダーバン会議に至る事となった。メキ




（Climate Technology Centre and Network）」が新たに設立されるなど、一定の前進が見られ
た。しかし、依然として合意の法的性格についてはダーバンに持ち越されたのである。 
 これらの一連の議論の中で、とりわけ京都議定書の第 2 約束期間への合意に強く反発した


































GHG 排出量が 2015 年にピークを迎えたのちに、2020 年までに先進国全体で 1990 年比 25％
～40％の削減と途上国からの一定の排出抑制が必要であるとしている（IPCC 2007）。世界最
大の気候変動に関する国際 NGO の CAN（Climate Action Network）は世界の平均気温を産業
革命前に比べて 1.5℃以下に押さえる事も視野に入れ、2℃以内に抑えるために、2015 年まで
にピークアウトを迎え、2050 年までに 1990 年比で少なくとも 80％削減を目指すべきだと指
摘していた。とりわけ先進国は 2020年までに 1990年比で少なくとも 25～40％、さらには 40％
以上の削減に向けた合意が急がれていた。 
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また、国連環境計画（以下、「UNEP」という。）のレポートによれば、世界の平均気温
を産業革命前に比べて 2℃以下に抑えるためには、2020 年までに CO2 排出量を約 44 ギガト
ン（Gt）に抑制する必要があるとしている（UNEP 2010）。しかし、各国がコペンハーゲン
合意に誓約している削減目標を合わせても 53Gt となり、それでもまだ 9Gt のギャップが生じ
ると指摘している（主要国の誓約状況に関しては下記の表を参照）。 
 
表 1 各国数値目標 






日 本 90 年比－25％（温暖化対策基本法案） 90 年比 80％（温暖化対策基本法案） 








（2010 年 1 月 28 日に提出） 
 
イ ン ド 
コペンハーゲン合意では 05 年比－20％
～－25％を誓約 




ブ ラ ジ ル 
コペンハーゲン合意では BaU 比－
36.1％～－38.9％を誓約 

















国の排出量の透明性の確保が挙げられる。つまり、2007 年の COP13 から議論されてきた「測
定・報告・検証（MRV: Measurement, Reporting and Verification）」制度をいかに強化できるか




これを先進国については国際的な評価及び審査（International Assessment and Review, IAR）、
途上国では国際的な協議と分析（International Consultation and Analysis, ICA）を行うことが決








 ダーバン会議直前のパナマの交渉では、先進国は途上国の ICA の強化を主張し、途上国は
先進国の IAR について遵守につながるよう主張し、先進国・途上国の対立構造が解消しない
ままにダーバンへと交渉のバトンが渡された。ダーバンの交渉ではこの対立を乗り越えて、





が具体化された。同合意では、短期資金（fast-start finance）として 2010～2012 年の間に先進
国全体で新規で 300 億ドルが途上国の温暖化対策と適応策の両方に提供することが合意され、








 しかしその一方で各国が条約事務局に提出した短期資金の公約額は 280 億ドルにとどまっ
ており、これまでに確保された金額は160億ドルにしかすぎないとの指摘もある（WRI 2011）。
従って、革新的な資金源の充実と確保はダーバン会議において一つの争点となっていた。 
具体的には、国際運輸（バンカー）に課税し、IMO や ICAO を通じて資金源を調達という
メカニズムに関する議論では、先進国の船舶のみに課税するのか、それとも途上国の船舶も














































































と表明した国以外の先進国、とりわけ EU から京都議定書の第 2 約束期間への合意を取り付




















































































 オプション 1 は明確に新たな議定書をつくることを決めるものである。オプション 2 は議




ンド、アメリカがオプション 1 に反対していた。とりわけ中国はとブラジルはオプション 3 
を支持していたのである。このことはつまり、新興国から成る BASIC グループとアメリカが
実質、議定書の形での決着を拒んだということが伺える。 
 この統合文書は 7 日の朝に再度アップデートされている。この中では、とりわけ法的オプ
ション 1 と 2 に、議定書の内容、その期限、そしてその議論の場の内容についてさらに詳し


























 オプション 1 に関しては、1-1 が新たな議定書への合意を求めているのに対し、1-2 では議
定書ではなく、法的拘束力のある文書または成果となっている点にその違いがある。また、
オプション 2 については、2-1 では条約 AWG トラックでバリ行動計画及びカンクン合意を基
礎とするのに対し、2-2 ではカンクン合意のみになっている。この背景には、アメリカが「カ
ンクン合意」のみに基づいた成果を求めたためであると考えられる。その理由として、バリ
行動計画は「カンクン合意」よりも包括的であることやアメリカの議定書 AWG と条約 AWG
を一元化したいという狙いが読み取れる。 
 これに関連し、京都議定書の第 2 約束期間を議論する議定書 AWG と、いわば新議定書へ
の合意を議論する条約 AWG でも各国の駆け引きが行われた。京都議定書の第 2 約束期間延
長を求める小島嶼国をはじめとする途上国は議定書 AWG にてその論調を一層強める一方で、
日本は主要国が入った一つの枠組みへの合意を強く求め、議論は平行線をたどった。その中
でも EU は条約 AWG での進展次第では、京都議定書第 2 約束期間に合意できるという発言
をしたことは、今後の交渉に弾みをつけるものであった 13)。 
 これら一連の議論を受け、12 月 8 日夜にインダバ会合にてまとめられた文書では、法的オ
プションについて以下のように整理されている（UNFCCC 2011c）。 
 
 オプション 1： 枠組条約 17 条に基づく議定書又は枠組条約の下での別の法的拘束力あ
る文書に合意する。その際、ダーバン会議又はそれ以後の COP にて決定する、新設の
AWG 及び条約 AWG により一連の作業を行う。なお、その期限を COP18 または COP21
で議定書を採択するものとする。 
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 オプション 2a： 枠組条約 17 条に基づく議定書又は枠組条約の下での別の法的拘束力あ
る文書に従って、バリ行動計画を完成させる。その際、条約 AWG （新しいマンデート
にしたがう）により一連の作業を行う。なお、その期限を COP18 または COP21 で議定
書を採択するものとする。 
オプション 2b： 法的結果に従って、バリ行動計画を完成させる。その際、条約 AWG
により一連の作業を行う。なお、その期限を COP18 または COP19、または COP21 で法
的結果を採択するものとする。 
オプション 2c： 一連の決定に従って、バリ行動計画を完成させる。その際、条約 AWG
により一連の作業を行う。なお、その期限を COP18 または COP19、または COP21 で法
的結果を採択するものとする。 
 オプション 3： 一連の決定及びポスト 2020 年のプロセスの開始に従ってバリ行動計画
を完成させる。その際、バリ行動計画を完成させるための条約 AWG 及び ポスト 2020
年のための新設 AWG により一連の作業を行う。なお、その期限は未定である。 
 











的な EU が連帯を深め、更に BASIC の中でもブラジルと南アフリカが柔軟な姿勢を示し、中
国も 2020 年のタイムラインで妥協の余地を示したことで、特にインドが孤立したことは、今
後の BASIC グループの動きを考察する上で重要な点である。 
交渉最終日では、条約AWGと議定書AWGに関する議長提案が重要となった。議定書AWG





交渉がもつれこんだ 10 日、議定書 AWG の決定文書では、附属書 I 国を含む締約国が、2020
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年までに 90 年比 25～40%の温室効果ガス削減を確保することを目指すことや、京都議定書
第 2約束期間は 2013年 1月 1日より 2017年 12月 31日までと決定することが盛り込まれた。
また、総量排出削減目標についての情報を 2012 年 5 月 1 日までに提出し、次回の議定書作業
部会で熟考した上、総量排出削減目標は来年の締約国会合（CMP8）で決定を目指すこと、
そして議定書の作業部会は 1 年延長して作業を行い、来年の CMP8 で終えることなども合意
された。 
条約 AWG の決定文書では、条約の下で条約 AWG を 1 年間延長、バリ行動計画に則った




了すると定められた。これは、オプション 3 を柱にまとめられたものであると言える。 
 最終的な合意は 11 日の朝がたまでもつれこんだものの、京都議定書の第 2 約束期間が合
意され、アメリカや主要な途上国を含む新たな議定書・法的文書・法的成果を少なくとも 2015
年までに合意するという大きな成果を残して閉幕した。また、これまでの議定書 AWG と条









































1) COP16 はメキシコ・カンクンにて 2010 年 11 月 29 日から 12 月 10 日まで開催された。 
2) COP17 は南アフリカ・ダーバンにて 2011 年 11 月 28 日から 12 月 11 日まで開催された。 
3) 先進国・途上国という分類は主に各国の経済発展に依拠する分類であるが、本稿では UNFCCC に
おける附属書ＩＩ国（先進国）を総括して「先進国」、附属書Ｉ国（先進国及び経済移行国）以外
の締約国を「途上国」と分類する。 
4) ダーバン気候変動会議、2011 年 12 月 7 日 EU 記者会見ウェブキャストより 
http://unfccc4.meta-fusion.com/kongresse/cop17/templ/play.php?id_kongresssession=4480&theme=unfccc
（最終アクセス：2012 年 7 月 7 日） 
5) より具体的な資料として、WWF ジャパン「スクールダーバン 2011」p.8 を参照のこと：
http://www.wwf.or.jp/activities/2011/07/05/schdrbn04a.pdf（最終アクセス：2012 年 7 月 7 日）。また、
ダーバン会議における資金に関する包括的な議論の帰結に関しては FoE Japan 小野寺ゆうり氏の資
料を参考のこと：http://www.wwf.or.jp/activities/upfiles/20120110_douban_report_onodera.pdf（最終ア










9) EU の COP17 開会式（2011 年 11 月 28 日）での発言に基づく。詳しい内容については以下のウェ
ブサイトを参照のこと：http://register.consilium.europa.eu/pdf/en/11/st18/st18654.en11.pdf（最終アクセ
ス：2012 年 7 月 7 日） 
10) 京都議定書特別作業部会開会（2011 年 11 月 29 日）での発言に基づく。 
11) インダバ会合に関する資料については、以下のウェブサイトから閲覧することができる：




http://unfccc.int/resource/docs/2011/awglca14/eng/crp37.pdf（最終アクセス：2012 年 7 月 7 日） 
13) COP17/CMP17 合同ハイレベルセグメント（2011 年 12 月 6 日）での EU 気候変動コミッショナー
の Connie Hedegaard 女史の発言に基づく。詳しい内容については以下のウェブサイトを参照のこ
と：http://www.iisd.ca/climate/cop17/japanese/enb12531j.pdf（最終アクセス：2012 年 7 月 7 日） 
14) 共同声明の内容については、以下のウェブサイトを参照のこと： 
http://ec.europa.eu/commission_2010-2014/hedegaard/headlines/news/2011-12-09_01_en.htm（最終アクセ
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